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東日本大震災及び福島第一原子力発電所事故から５年を経過しようと

する現在、本市は、一刻も早く市民が安全･安心に住み続けることのでき

る環境を取り戻すため、各種復興事業に全力で取り組んでいるところです。 

市内の小高区を中心とする避難指示区域においては、宅地及び宅地周辺

の森林の除染について、平成２７年度内にすべて完了する予定であるとと

もに、災害公営住宅の整備、帰還する市民の日常生活に必要な商店等の再

開支援、多世代交流や子育てなどの機能を集約した復興拠点施設の整備な

ど、市民が円滑かつ安全にふるさとに戻るために必要な環境の整備を着実

に進めているところです。 

また、避難指示区域以外の地域においても、生活基盤や産業基盤の再生

のための取組を全力で進めているところです。 

しかし、長期避難区域から２千人を超す避難者の受け入れが進む一方で、

今なお1万人以上の市民が市外への避難を続け、１万７千人以上の市民が

市内外での避難生活を余儀なくされております。 

避難指示区域については、解除後の短期での帰還意向が１千百人程度

（震災前居住人口約1万４千人）に留まり、生活の再開、生業の再建、ま

ちの再生など課題が山積する中、避難指示区域の復興はまさにこれからが

スタートという状況です。 

本市の復興を加速化させるとともに、避難を余儀なくされている市民の

早期帰還を達成するためより一層の支援が必要であることから、下記事項

を確実に実現するよう要望します。 

 

記 

 

１．財物賠償について 

福島第一原子力発電所事故による原子力損害賠償における不動産の

財物賠償については、避難指示の解除時期に関わらず、現状の被災状

況に即し、財物にかかる価値が、原発事故によりすべてを失われたこ

とを認識し、２０キロ圏内については全て同じ取り扱いとし、速やか

に全損扱いによる賠償をすること。 

 



２．市全域に対する一体的な取扱いについて 

現在、国民健康保険税の減免や、高速道路の無料措置などについて、

一体的な取扱いがなされていないことから、市民の間に不公平感が増

長し、地域コミュニティの分断が深刻となっています。 

本市においては、東日本大震災及び福島第一原子力発電所事故によ

り、市域全体が避難するなど、市域一体で対応してきた経過があり、

市民が一丸となって復興を推し進めていくためには、対象外となって

いる一部地域を含めた一体的な取扱いが不可欠であることから、次の

事項について改めて強く要望します。 

 

（１）国民健康保険税及び介護保険料の減免について 

    国民健康保険税及び介護保険料の減免については、対象外となっ

ている南相馬市の一部の地域においても財政支援をすること。 

 

（２）国民健康保険一部負担金及び介護サービス利用者負担額の免除に

ついて 

    国民健康保険一部負担金及び介護サービス利用者負担額の免除

については、対象外となっている南相馬市の一部地域においても財

政支援をすること。 

 

（３）東京電力福島第一原子力発電所事故に伴う高速道路無料措置の拡

充について 

    高速道路無料措置については、対象外となっている南相馬市の一

部地域においても対象とすること。 


